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pick up 4 町民の声に応え、国に意見書を提出

～こうして行われた今回の陳情審査～

　障害者基本法では、障がい者を身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障害を含
む。）、その他の心身の機能の障がいがある者と定義した上で、障がい者の自立及び社
会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的としている。
　障がい者の自立及び社会参加を支援するための経済的負担を軽減する交通運賃割引を
現在、実施している交通機関等事業者は、JR、全国の私鉄、航空、船舶、バス、タク
シーのほか有料道路事業者にも及んでいる。
　しかしながら、精神障がい者を対象とするものは極めて少なく、大きな格差が生じて
いる現状である。
　よって、瑞穂町議会は、国会及び政府に対し、精神障がい者にも身体障がい者や知的
障がい者と同様に交通運賃割引を適用するよう関係機関へより一層積極的に働きかける
ことを強く要望する。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　令和元年6月21日
東京都西多摩郡瑞穂町議会

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、厚生労働大臣、国土交通大臣　宛

議員提出議案第2号 精神障がい者への
交通運賃割引制度の適用を求める意見書

　議会に提出された陳情に対し、付託された厚生文教委員会では、現在の制度上の問題
や町内の状況を町側に質疑した後、各議員が個々に調査した内容などを基に、議員間で
討議を行いました。

　討議終了後、採決が行われ、その結果、陳情は「採択すべきもの」とされ、その後の
本会議で採択されたことから、国に意見書を提出することとなりました。

議員からの主な意見（趣旨抜粋）

　身体障がい者が割引対
象で、精神障がい者が対
象にならないのは不公平
感がある。

　経済活動の自由は憲法で保障
されている。「割引する、しな
い」は民間企業の経営判断とな
るが、社会的責任という立場か
ら協力してほしい。

　国土交通大臣も過去に
割引に協力するように関
連企業に依頼している。

　30年前に比べれば精神障がい者に対しての割引は、
バスも電車も全国的に進んでいるが、東京や大阪などの
大都市圏では進んでいない。特に、都が出資している多
摩都市モノレールも対象になっていないのは疑問だ。

　大臣も働きかけているが、
さらに働きかけるように地方
自治体からも意見を申し添え
る必要があると思う。

全会一致で可決・採択された議案等

※全ての議案 　　　　　陳情　　　　　 の詳細はＨＰでご覧になれます。※ pick up は P４～６に詳細を掲載しています。

基地対策特別委員会設置に関する動議
交通対策特別委員会設置に関する動議

議　案 第35号 瑞穂町税賦課徴収条例の一部を改正する条例
議　案 第36号 瑞穂町道路線の廃止について
議　案 第37号 瑞穂町道路線の認定について
議　案 第38号 新庁舎什器備品購入その１（事務机・カウンターほか）契約について
議　案 第39号 新庁舎什器備品購入その２（キャビネット）契約について
議　案 第40号 新庁舎什器備品購入その３（椅子・会議テーブルほか）契約について
議　案 第41号 新庁舎什器備品購入その４（応接会議椅子ほか）契約について
議　案 第42号 新庁舎什器備品購入その５（パーテーションほか）契約について
議　案 第43号 新庁舎什器備品購入その６（ハンドル式移動棚）契約について
議　案 第44号 新庁舎什器備品購入その７（ブラインドほか）契約について
議　案 第45号 令和元年度瑞穂町一般会計補正予算（第２号）

議会活性化特別委員会設置に関する動議
議員提出議案 第 2 号 精神障がい者への交通運賃割引制度の適用を求める意見書
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令和元年第２回瑞穂町議会定例会議案・陳情

請願・陳情について

あなたの声を議会へ！
　住民の皆さんが、日頃考えている意見や要望を、瑞穂町議会に提出することができます。「請願」は、
その趣旨に賛同する議員の紹介が必要です。また、紹介がないものは「陳情」として受け付けます。

　瑞穂町議会の場合は、提出される請願・陳情は一旦委員
会に付託され、審査されます。特に請願については、紹介
議員が趣旨説明や質疑に対する答弁を行う機会が与えられ
ています。
　委員会での結果を受けて、本会議で採択されるか否かが
決定されます。
　なお、内容によっては、議員参考配布などになる場合も
あります。

※�請願・陳情に記載された個人情報（住所・氏名など）は
審査のために用いるほか、請願・陳情の内容などのお問
い合わせに使用することがあります。また、請願・陳情
に記載された個人情報（住所・氏名など）が記載された
文書は、本会議や委員会で議員や報道関係者へ配布され
るほか、行政文書として情報公開の対象となります。

書式例


